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表紙

第51回　定時株主総会

招集ご通知
　

開催日時

開催場所

議　　案
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2022年６月24日（金曜日）午前10時

受付開始：午前９時30分

東京都港区虎ノ門二丁目２番５号 共同通信会館ビル

共同通信会館　５階会議室

（末尾の「株主総会会場ご案内図」をご参照下さい）

第１号議案　剰余金の処分の件

第２号議案　定款一部変更の件

第３号議案　取締役７名選任の件

第４号議案　監査役２名選任の件

　

＜株主様へのお願い＞

・株主総会当日までの新型コロナウイルス感染拡

大の状況や政府等の発表内容等により左記対応を

更新する場合がございます。インターネット上の

当 社 ウ ェ ブ サ イ ト (https://www.nippon-

rad.co.jp)より、発信情報をご確認下さいますよ

う併せてお願い申し上げます。

・議決権行使書による議決権行使は、ご返送いた

だく過程や集計作業に伴い感染リスクが生じま

す。そこで、事前に議決権を行使していただくに

際しては、できるだけ、インターネット等により

議決権行使をいただきたくお願い申し上げます。

・会場受付付近で、株主様のためのアルコール消

毒液を配備いたします。（ご来場の株主様は、マ

スク持参・着用をお願い申し上げます）

・会場入口付近で検温をさせていただき、発熱が

あると認められる方、体調不良と思われる方は、

入場をお断りし、お帰りいただく場合がございま

す。

・株主総会の運営スタッフは、検温を含め、体調

を確認のうえマスク着用で応対をさせていただき

ます。

　

証券コード：4736
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株主各位

証券コード 4736
2022年６月９日

株 主 各 位
東京都港区虎ノ門二丁目２番５号

日 本 ラ ッ ド 株 式 会 社

代表取締役社長 須 澤 通 雅

１．日 時 2022年６月24日（金曜日）午前10時

２．場 所 東京都港区虎ノ門二丁目２番５号 共同通信会館ビル

共同通信会館　５階会議室

（末尾の「株主総会会場ご案内図」をご参照下さい）

３．株主総会の目的である事項

報 告 事 項 第51期（2021年４月１日から2022年３月31日まで）事業報告及び

計算書類報告の件

決 議 事 項

第１号議案　剰余金の処分の件

第２号議案　定款一部変更の件

第３号議案　取締役７名選任の件

第４号議案　監査役２名選任の件

第51回定時株主総会招集ご通知

拝啓　平素は格別のご高配を賜り厚く御礼申し上げます。

　さて、当社第51回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご通知申し上

げます。

　なお、当日ご出席されない場合は、書面又はインターネットにより議決権を行使す

ることができますので、お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、後述

のご案内に従って、2022年６月23日（木曜日）午後５時30分までに議決権を行使して

下さいますようお願い申し上げます。

敬具

記

－ 1 －



招
集
ご
通
知

株
主
総
会
参
考
書
類

事
業
報
告

計
算
書
類

監
査
報
告

2022/05/31 13:15:49 / 21826418_日本ラッド株式会社_招集通知

株主各位

４．議決権行使についてのご案内

（1) 書面による議決権行使の場合

 同封の議決権行使書用紙に賛否をご表示いただき、2022年６月23日(木曜

日)午後５時30分までに到着するようご返送下さい。

（2) インターネットによる議決権行使の場合

 インターネットにより議決権を行使される場合には、３頁「議決権行使等

についてのご案内」をご高覧のうえ、2022年６月23日（木曜日）の午後５

時30分までに行使して下さい。

（3) 書面とインターネットにより、重複して議決権を行使された場合は、イン

ターネットによるものを有効な議決権行使としてお取り扱いいたします。ま

た、インターネットによって複数回数、（又はパソコン・スマートフォン・

携帯電話で重複して）議決権を行使された場合には、最後に行われたものを

有効な議決権行使としてお取り扱いいたします。

５．その他株主総会招集に関する事項

（1) 議決権行使書面において、各議案に賛否の意思表示がない場合は、賛成の

意思表示をされたものとして取り扱わせていただきます。

（2) 代理人により議決権を行使される場合には、議決権を有する他の株主の方

１名を代理人として株主総会にご出席いただけます。ただし、代理権を証明

する書面（委任状等）のご提出が必要となりますのでご了承下さい。

（3）議決権の不統一行使をされる場合には、株主総会の日の３日前までに議決

権の不統一行使を行う旨とその理由を書面により当社にご通知下さい。

以上

注）◎当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出
下さいますようお願い申し上げます。
◎本招集ご通知において提供すべき書類のうち、次に掲げる事項については、法
令及び定款第14条の規定に基づき、インターネット上の当社ウェブサイト
（https://www.nippon-rad.co.jp）に掲載しております。
・事業報告の「会社の体制及び方針」
・計算書類の「個別注記表」
なお、上記の事項は、会計監査人又は監査役が会計監査報告又は監査報告を作
成するに際して監査した事業報告及び計算書類に含まれております。

◎株主総会参考書類、事業報告並びに計算書類について、株主総会の前日までに
修正をすべき事情が生じた場合には、インターネット上の当社ウェブサイト
（https://www.nippon-rad.co.jp）において、掲載することによりお知らせいた
します。

－ 2 －
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インターネットによる議決権行使のご案内

株主総会への出席による議決権の行使

議決権行使書用紙を会場受付にご提出下さい。（ご捺印は不要です。）

日 時
　

2022年 6月24日（金曜日）午前10時

（受付開始：午前9時30分）

場 所 共同通信会館　５階会議室
（末尾の「株主総会会場ご案内図」をご参照下さい。）

書面による議決権の行使

同封の議決権行使書用紙に議案に対する賛否をご表示のうえ、切手を貼らずにご

投函下さい。

行使期限
　

2022年 6月23日（木曜日）午後5時30分到着分まで

インターネットによる議決権の行使

パソコン、スマートフォン又は携帯電話から、QRコードを読み取る方法もしくは

議決権行使サイト（https://www.web54.net）にアクセスし、同封の議決権行使書

用紙に記載された「議決権行使コード」及び「パスワード」をご入力いただき、

画面の案内にしたがって賛否をご入力下さい。

行使期限
　

2022年6月23日（木曜日）午後5時30分入力完了分まで

① 株主様以外の方による不正アクセス（“なりすまし”）や議決権行使内容
の改ざんを防止するため、ご利用の株主様には、議決権行使サイト上で
「パスワード」の変更をお願いすることとなりますのでご了承下さい。

② 株主総会の招集の都度、新しい「議決権行使コード」及び「パスワード」
をご通知いたします。

③ 議決権行使サイトへのアクセスに際して発生する費用（インターネット接
続料金・電話料金等）は株主様のご負担となります。また、携帯電話をご
利用の場合は、パケット通信料その他携帯電話利用による料金が必要にな
りますが、これらの料金も株主様のご負担となります。

議決権行使等についてのご案内

議決権は、以下の方法により行使することができます。
株主総会参考書類をご検討のうえ、ご行使いただきますようお願い申し上げます。

－ 3 －
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インターネットによる議決権行使のご案内

QRコードを読み取る方法「スマート行使」

議決権行使コード及びパスワードを入力することなく、議決権行使ウェブサイトにロ
グインすることができます。

以降は画面の案内に従って賛否をご入力ください。

「スマート行使」での議決権行使は
１回に限り可能です。
議決権行使後に行使内容を変更する場合は、お手数ですが
PC向けサイトへアクセスし、議決権行使書用紙に記載の「議
決権行使コード」・「パスワード」を入力してログイン、再
度議決権行使をお願いいたします。
※‌�QRコードを再度読み取っていただくと、PC向けサイトへ
遷移できます。

議決権行使書用紙右下に記載のQRコード
を読み取ってください。

議 決 権 行 使 書

御中

株主番号　○○○○○○○○ 　議決権の数 XX 個

スマートフォン用

議決権行使

ウェブサイト

ログインＱＲコード

1.　

2.

3.

4.　

○○○○○○○

（
切
取
線
）

○○○○

○○○○○○○

××××年　×月××日

見 本
見 本

※「QRコード」は株式会社デンソーウェーブの登録商標です。

※議決権行使書用紙はイメージです。

１

２

－ 4 －
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インターネットによる議決権行使のご案内

インターネットにより議決権を行使される場合は、パソコン、スマートフォン又は携
帯電話から当社の指定する議決権行使ウェブサイトにアクセスし、画面の案内に従っ
てご行使下さいますようお願い申し上げます。

当社の指定する議決権行使サイト https://www.web54.net

バーコード読取機能付のスマートフォン又は携帯電話を利用して右上の２次元コードを読み取り、議

決権行使ウェブサイトに接続することも可能です。なお、操作方法の詳細についてはお手持ちのスマ

ートフォン又は携帯電話の取扱説明書をご確認下さい。

・�https://www.web54.net「次へすす
む」をクリック

➊ 議決権行使サイトへアクセス ➋ ログインする ➌ パスワードの入力

・「議決権行使コード」を入力

・「ログイン」をクリック ・‌�実際にご使用になる新しいパスワー
ドを設定して下さい

・「登録」をクリック

・「初期パスワード」を入力

※操作画面はイメージです。

以降は画面の入力案内に従って賛否をご入力下さい。
※ インターネットにより複数回にわたり議決権を行使された場合は、最後に行われたもの

を有効な議決権行使として取り扱わせていただきます。

※ インターネットと書面の両方で議決権行使をされた場合は、インターネットを有効な議
決権行使としてお取り扱いいたします。

インターネットによる議決権
行使に関するお問い合わせ

三井住友信託銀行 証券代行ウェブサポート 専用ダイヤル

フリーダイヤル 0120-652-031（受付時間 ９：00～21：00）
　　

議決権行使コード・パスワードを入力する方法

－ 5 －
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剰余金の処分議案

株主総会参考書類

　第１号議案　剰余金の処分の件

剰余金の処分につきましては、以下のとおりといたしたいと存じます。

期末配当に関する事項

　期末配当につきましては、当事業年度の業績、今後の事業展開ならびに

内部留保の状況を総合的に勘案し、以下のとおりといたしたいと存じま

す。

①　配当財産の種類

　金銭といたします。

②　株主に対する配当財産の割当てに関する事項及びその総額

当社普通株式１株につき 金５円

総額　　　　　　 26,429,170円

③　剰余金の配当が効力を生じる日

2022年６月27日

－ 6 －
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定款一部変更議案

現 行 定 款 変 更 案

（参考書類等のインターネット開示）
第14条　当会社は、株主総会参考書
類、計算書類、連結計算書類及び事
業報告に記載又は表示すべき事項
に係る情報を、法務省令の定めると
ころにより、インターネットで開示
することにより、株主に対して提供
したものとみなすことができる。

（削　除）

第２号議案　定款一部変更の件
１．提案の理由

　「会社法の一部を改正する法律」（令和元年法律第70号）附則第１条
ただし書きに規定する改正規定が2022年９月１日に施行されることに伴
い、株主総会資料の電子提供制度が導入されることとなりますので、次
のとおり定款を変更するものであります。

（1）株主総会参考書類等の内容である情報について電子提供措置をとる旨を
定款に定めることが義務付けられることから、変更案第14条（電子提供
措置等）第１項を新設するものであります。

（2）株主総会参考書類等の内容である情報について電子提供措置をとる事項
のうち、書面交付を請求した株主に交付する書面に記載する事項の範囲
を法務省令で定める範囲に限定することができるようにするため、変更
案第14条（電子提供措置等）第２項を新設するものであります。

（3）株主総会資料の電子提供制度が導入されますと、現行定款第14条（参考
書類等のインターネット開示）の規定は不要となるため、これを削除す
るものであります。

（4）上記の新設及び削除される規定の効力に関する附則を設けるものであり
ます。なお、本附則は期日経過後に削除するものといたします。

２．変更の内容
変更の内容は、次のとおりであります。

（下線部分は変更箇所を示しております。）

－ 7 －
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定款一部変更議案

現 行 定 款 変 更 案

（電子提供措置等）
（新　設） 第14条　当会社は、株主総会の招集に

際し、株主総会参考書類等の内容で
ある情報について電子提供措置を
とる。

②　当会社は、電子提供措置をとる事
項のうち法務省令で定めるものの
全部又は一部について、議決権の基
準日までに書面交付請求をした株
主に対して交付する書面に記載す
ることを要しないものとする。

（新　設） （附則）
（株主総会資料の電子提供に関する
  経過措置）
第１条　定款第14条（参考書類等のイ
ンターネット開示）の削除及び定款
第14条（電子提供措置等）の新設
は、2022年９月１日から効力を生ず
るものとする。

②　前項の規定にかかわらず、2022年
９月１日から６か月以内の日を株
主総会の日とする株主総会につい
ては、定款第14条（参考書類等のイ
ンターネット開示）は、なお効力を
有する。

③　本条の規定は、2022年９月１日か
ら６か月を経過した日又は前項の
株主総会の日から３か月を経過し
た日のいずれか遅い日後にこれを
削除する。

－ 8 －
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取締役選任議案

候 補 者
番　号

ふ り が な

氏　　　　名
（生　年　月　日）

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
所有する
当社株式
の 数

１

お お つ か

大　塚　　
りゅういち

隆　一
(1939年９月12日生)

1975年11月 当社入社
1976年１月 当社取締役就任
1976年11月 当社代表取締役副社長就任
1981年11月 当社代表取締役社長就任
2001年６月 当社代表取締役会長就任(現任)

932,520株

２

す ざ わ

須　澤　　
み ち ま さ

通　雅
(1968年８月28日生)

1994年４月 東燃株式会社入社
1998年２月 ザクソングループ入社
2004年２月 株式会社エルゴ・ブレイングループ入社
2006年４月 株式会社グリッドソリューションズ入社
2009年２月 当社入社
2009年６月 当社取締役就任

プロダクトマーケティング事業本部長
2013年６月 当社代表取締役社長就任(現任)

19,000株

３

の ぐ ち

埜　口　　 　
あきら

晃

(1968年12月23日生)

1989年４月 当社入社
2008年４月 当社オープンシステム事業部長就任
2009年10月 当社第一ソリューション事業部長就任
2014年６月 当社執行役員 兼 第一ソリューション事

業部長就任
2018年６月 当社取締役就任（現任）

第一ソリューション事業部長 兼 西日本
事業部長（現任）

900株

４

つ ち や ま

土　山　　 　
つよむ

剛
(1969年７月20日生)

1993年３月 三井物産株式会社入社
2000年４月 クリティカルパス・パシフィック株式会

社入社
2002年４月 株式会社エルゴ・ブレインズ入社
2007年７月 ライムライト・ネットワークス・ジャパン

株式会社入社
2010年９月 同社代表取締役就任
2014年９月 当社入社　執行役員 兼 管理本部経営企

画室長
2018年６月 当社取締役就任（現任)

管理本部経営企画室長 兼 人材開発室長
(現任）

9,800株

第３号議案　取締役７名選任の件

　本株主総会終結の時をもって、取締役全員（７名）は任期満了となります。

つきましては、取締役７名の選任をお願いするものであります。

　取締役候補者は次のとおりであります。

－ 9 －
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取締役選任議案

候補者
番　号

ふ り が な

氏　　　　名
（生　年　月　日）

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
所有する
当社株式
の 数

５

おおつか

大 塚　　
たかゆき

隆 之

(1980年７月16日生)

2004年１月 Harrison Lovegrove & Co., Ltd.入社
2008年３月 マカフィー株式会社入社
2013年３月 EMCジャパン株式会社入社（現デル・テク

ノロジーズ株式会社）
2018年９月 当社入社、当社執行役員 兼 IoTソリュー

ション事業部IoT.SENSE推進部長就任
2020年７月 当社執行役員 兼 IoTソリューション副事

業部長 兼 経営企画室次長就任
2021年６月 当社取締役就任（現任）

IoTソリューション副事業部長 兼 経営企
画室次長 兼 営業統括部次長（現任）

0株

６

た け だ

武　田　　
く に ひ こ

邦　彦

(1943年６月３日生)

1966年３月 旭化成株式会社入社
1986年７月 旭化成工業ウラン濃縮研究所長
1993年10月 芝浦工業大学工学部教授
2002年５月 名古屋大学大学院教授
2007年４月 中部大学総合工学研究所教授
2010年６月 当社社外取締役就任(現任)
2015年４月 中部大学総合工学研究所特任教授
2015年６月 ダイコク電機株式会社社外取締役就任

（現任）
2020年４月 中部大学総合工学研究所客員教授（現

任）

0株

７

リュウ

劉 　　　　
コーチェン

克　振
(1954年４月８日生)

1979年５月 Hewlett-Packard　Taiwan入社
1983年５月 Advantech Co., Ltd. 設立

同社会長就任（現任）
2000年２月 Advantech Corporate Investment Co., 

Ltd.設立
同社会長就任(現任）

2018年６月 当社社外取締役就任（現任）

0株

（注）１.候補者劉克振氏はAdvantech Co., Ltd.の会長であり、当社は同社との間で

資本業務提携をしております。その他の候補者と当社との間には、特別の利

害関係はありません。

２.武田邦彦氏、劉克振氏は社外取締役候補者であります。

－ 10 －
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取締役選任議案

３.社外取締役候補者とした選任理由、社外取締役として期待される役割の概

要の職務及び会社の経営に関与した経験のない候補者を推薦する理由につい

て

（1）武田邦彦氏を社外取締役候補者とした理由は、同氏は工学博士、大学教
授としての専門的な知識・経験等を当社の経営に活かしていただくことを期
待したためであります。また、同氏が選任された場合には、指名・報酬委員
として当社の役員候補者の選定や役員報酬等の決定に対し、客観的・中立的
立場で関与いただく予定です。
なお、同氏は、社外役員になること以外の方法で会社の経営に関与した経

験はありませんが、上記の理由により社外取締役としての職務を適切に遂行
することができるものと判断しております。

（2）劉克振氏を社外取締役候補者とした理由は、同氏は国際的な大企業の創
業経営者として、営業・プロダクト・マーケティングでのイノベーションに
おける豊富な経験と見識をもとに、環境の変動に適応していくグローバルな
視点を当社の経営に活かしていただくことを期待したためであります。
なお、同氏は、社外役員になること以外の方法で会社の経営に関与した経

験があり、上記の理由により社外取締役としての職務を適切に遂行すること
ができるものと判断しております。

４.武田邦彦氏、劉克振氏は、現在、当社の社外取締役でありますが、各氏の

社外取締役としての在任期間は、本株主総会終結の時をもって武田邦彦氏が

12年、劉克振氏が４年となります。

５.武田邦彦氏、劉克振氏は、過去に当社または子会社の業務執行者若しくは
役員であったことはありません。

６.武田邦彦氏は、当社の特定関係事業者の業務執行者若しくは役員ではな

く、また過去10年間に当社の特定関係事業者の業務執行者若しくは役員であ

ったこともありません。

７.武田邦彦氏は、当社または当社の特定関係事業者から多額の金銭その他の
財産を受ける予定はなく、過去２年間に受けていたこともありません。

８.武田邦彦氏は、当社または当社の特定関係事業者の業務執行者または役員
の配偶者、三親等以内の親族その他これに準ずる者ではありません。

９.武田邦彦氏、劉克振氏は、過去２年間に合併、吸収分割、新設分割若しく
は事業の譲受けにより当社が権利業務を承継した株式会社において、当該合
併等の直前に業務執行者であったことはありません。

10.劉克振氏は、当社の特定関係事業者であるAdvantech Co., Ltd.の業務執行者
であり、かつ過去10年間においても、業務執行者となっております。

11.当社は社外取締役として有能な人材を迎えることができるよう、社外取締
役との間で、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の損
害賠償責任を限定する契約を締結しております。当該契約に基づく損害賠償

－ 11 －
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取締役選任議案

責任の限度額は、会社法第425条第１項に定める最低責任限度額としており
ます。なお、各氏が再任された場合、当社は武田邦彦氏、劉克振氏との間で
改めて同様の責任限定契約を締結する予定であります。

12.当社は、武田邦彦氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として届け

出ております。同氏が再任された場合は、当社は引き続き同氏を独立役員と

する予定であります。

【ご参考】
取締役会の実効性評価

取締役候補者の決定に先立ち、各取締役の自己評価もふまえながら取
締役会全体としての実効性に関する分析および評価を行いました。その
概要を以下にお知らせします。

■実施内容

全取締役及び全監査役を対象とするアンケートの集計結果をもとに、

取締役会において取締役会全体としての実効性について分析および評価

を行いました。

■分析および評価の結果

取締役会の規模・構成や運営については概ね適切であり、取締役会で

は、議案に対して取締役からの質問や意見が活発に出されるなど、活発

な議論がなされており、取締役会全体として機能しているとの評価でし

た。

■実効性向上に向けた取り組み

取締役会の実効性の更なる向上のために当社および取締役会が以下の

取り組みを実施することを確認いたしました。

・戦略的な事項その他の重要な経営課題については、取締役会における

審議がさらに充実したものとなるよう、事前配布資料の工夫等により

提供する情報の質の向上に努める。

・社外取締役が当社および当社グループの事業に対する理解をより深め
ることができるよう、事業やその執行状況に関わる情報提供の在り方
を一層工夫する。

・諮問機関の指名・報酬委員会の運営・答申がさらに充実したものとなる

よう、提供する情報の質の向上に努める。

－ 12 －
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監査役選任議案

候 補 者
番　号

ふ り が な

氏　　　　名
（生　年　月　日）

略 歴 、 地 位 及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況
所有する
当社株式
の 数

１

か ま ち

蒲　池　
こういち

孝　一

(1947年５月７日生)

1970年７月 株式会社神戸製鋼所入社
1992年４月 同社建設機械本部建機統括部長就任
1993年１月 同社企画本部経営企画担当部長就任
1994年１月 コベルコシステム株式会社営業企画部長就

任
1997年７月 株式会社神戸製鋼所情報エレクトロニク

ス本部マルチメディア担当部長就任
2000年４月 株式会社フェアウェイソリューションズ

専務取締役就任
2001年11月 公認会計士蒲池孝一事務所開所代表就任

（現任）
2010年６月 当社常勤監査役就任(現任)

0株

２

ふじさわ

藤　澤　
て つ し

哲　史
(1953年８月26日生)

1976年４月 株式会社住友銀行（現株式会社三井住友
銀行）入行

2004年４月 SMBCキャピタルマーケット株式会社（ニ
ューヨーク）代表取締役社長就任

2007年３月 株式会社三井住友銀行退行
2007年４月 株式会社大和証券SMBC取締役就任
2010年１月 日興コーディアル証券株式会社（現SMBC

日興証券株式会社）常務執行役員就任
2011年８月 マスターカードジャパン株式会社取締役

上席副社長就任
2016年５月 アーク東短オルタナティブ株式会社代表

取締役社長就任
2018年６月 当社社外監査役就任(現任)
2021年５月 アーク東短オルタナティブ株式会社顧問

就任（現任）

0株

第４号議案　監査役２名選任の件

　本株主総会終結の時をもって、監査役２名は任期満了となります。つきまし

ては、監査役２名の選任をお願いするものであります。

　なお、本議案に関しましては、監査役会の同意を得ております。

　監査役候補者は次のとおりであります。

（注）１．蒲池孝一氏及び藤澤哲史氏と当社との間には、特別の利害関係はありませ

ん。

２．蒲池孝一氏及び藤澤哲史氏は、社外監査役候補者であります。

－ 13 －
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監査役選任議案

３．社外監査役候補者とした選任理由、社外監査役として期待される役割の概

要の職務について

（1）蒲池孝一氏を社外監査役候補者とした理由は、同氏は、公認会計士とし

て培われた専門的な知識・経験等を当社の監査体制に活かしていただくこ

とを期待したためであります。なお、同氏は社外役員となること以外の方

法で会社の経営に関与したことがあり、上記の理由により、当社の社外監

査役としてその職務を適切に遂行できるものと判断しております。また、

同氏が選任された場合には、指名・報酬委員として当社の役員候補者の選

定や役員報酬等の決定に対し、客観的・中立的立場で関与いただく予定で

す。

（2）藤澤哲史氏を社外監査役候補者とした理由は、同氏は、長年にわたる金

融機関での豊富な経験と幅広い見識を当社の監査に反映していただくこと

を期待したためであります。なお、同氏は社外役員となること以外の方法

で会社の経営に関与したことがあり、上記の理由により、当社の社外監査

役としてその職務を適切に遂行できるものと判断しております。

４．蒲池孝一氏及び藤澤哲史氏は、現在、当社の社外監査役でありますが、両

氏の監査役としての在任期間は、本総会終結の時をもって蒲池孝一氏が１

２年、藤澤哲史氏が４年となります。

５．当社は、蒲池孝一氏及び藤澤哲史氏との間で会社法第427条第１項の規定

に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結して

おります。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、会社法第425条第

１項に定める最低責任限度額としており、両氏の再任が承認された場合

は、両氏との当該契約を継続する予定であります。

６．当社は、蒲池孝一氏及び藤澤哲史氏を東京証券取引所の定めに基づく独立

役員として指定し、同取引所に届け出ており、両氏の再任が承認された場

合には、引き続き独立役員とする予定であります。

以上

－ 14 －
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事業の経過及びその成果、設備投資等の状況、資金調達の状況、事業の譲渡、吸収分割または新設分割の状況、他の会社の事業の譲受けの状況、吸収合併または吸収分割による他の法人等の事業に関する権利義務の承継の状況、他の会社の株式その他の持分または新株予約権等の取得または処分の状況

(自　2021年４月１日
至　2022年３月31日)

＜添付書類＞

事　 業　 報　 告

Ⅰ　会社の現況に関する事項

(1) 事業の経過及びその成果

　当事業年度におけるわが国経済は、新型コロナウイルス感染症に対するワク

チン接種も進む中、景気は緩やかに持ち直しつつありますが、変異ウイルスの

出現もあり未だビジネスへの影響が続いております。加えて、長期化しつつあ

るIC・部品不足によるハードウェア調達の困難な状況に、ロシア・ウクライナ

情勢が与える経済・物価への影響など懸念材料は引き続き増加しております。

　このような状況の中、顧客企業においてのシステム増強による競争力強化へ

の更なる要求を的確に捕捉すべく、当社は年来注力してまいりました工場向け

インダストリアルIoTソリューションのラインアップと提携ハードウェア提案

力を更に増強してまいりました。エンタープライズ領域においてもプラットフ

ォームインテグレーション提案力の強化として、kintone（サイボウズ株式会

社が提供するビジネスアプリプラットフォーム、基幹系・管理系のシステムを

簡単に開発できるツール）ベースの当社オリジナル・多業種対応の基幹業務系

プラットフォーム「kinterp®」を主軸としたライトな基幹系提案をさらに拡

大、リモートワーク普及による押印の廃止の波を踏まえ提携の電子署名・電子

契約ソリューションとの連携も強化し、今後も拡大が見込まれるリモートワー

ク需要に向けたソリューションの提案を増加させました。

　オリジナルプロダクト開発も引き続き精力的に展開し、また、ワクチン接種

予約に対応した無人電話予約システム「トルテル」の地方自治体や事業体への

拡大販売を行いながら、業務提携を通じたエッジカメラAIソリューションの提

案や、そのほか、いわゆる2025年の崖問題と期待される、COBOLなどのレガシ

ーシステムをAI活用して自動的にモダナイズするソリューション「JANUS 

Studio®」を日本国内企業向けに提供を開始するなど、新規ソリューションの

提供販売に注力してまいりました。

－ 15 －
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事業の経過及びその成果、設備投資等の状況、資金調達の状況、事業の譲渡、吸収分割または新設分割の状況、他の会社の事業の譲受けの状況、吸収合併または吸収分割による他の法人等の事業に関する権利義務の承継の状況、他の会社の株式その他の持分または新株予約権等の取得または処分の状況

事　業　区　分 売上高(千円) 構成比(%) 前期増減率(%)

エンタープライズソリューション事業 2,037,177 61.5 12.7

IoTインテグレーション事業 1,276,936 38.5 6.3

合計 3,314,114 100 10.2

　新規顧客獲得については、年度後半に回復し始めた展示会でのリード獲得に

加え、オンラインでのウェビナー等のウェブプロモーション手法をさらに増

強、リアル・ウェブでのハイブリッドプロモーション体制を強化させてまいり

ました。

　この結果、当社の当事業年度の売上高は、33億14百万円（前期比10.2％増）

となりました。損益につきましては、営業利益56百万円（前期は１億24百万円

の営業損失）、経常利益75百万円（前期は99百万円の経常損失）、当期純利益

19百万円（前期は１億78百万円の当期純損失）となりました。

　事業の種類別セグメントの売上を示すと、次のとおりであります。

　「エンタープライズソリューション事業」

　各業種向けの派遣常駐型システム開発及び受託請負型システム開発案件におい

ては、既存顧客及び新規顧客からの案件引き合い増加により受注増へと繋がりま

した。基幹システム系開発については新規顧客からの引き合いは多数ある中、リ

ソース調達に時間とコストを要する状況でありました。BI関連サービスにつきま

しては、前事業年度から続いていたプラットフォーム対応の遅れによる影響は解

消されたものの、新規顧客の獲得が想定していたよりも伸びませんでした。その

結果、売上高は20億37百万円（前期比12.7％増）となりました。

　「IoTインテグレーション事業」

　インダストリアルIoT分野及び医療IoT分野においては、既存顧客からの受注は

順調に増加し、新規獲得については年度前半の訪問営業の制限やハードウェアの

納期長期化の影響もあり、引き合いは順調に増加しましたが、受注としては想定

をやや下回る伸びとなりました。また、医療機関向け自動再来受付システム等の

販売・開発につきましては、前期から続く医療機関においての設備投資予算の削

減や見送りは年度前半みられたものの、後半にかけて回復基調が鮮明になり前事

業年度に比べて受注増となりました。自動車搭載セキュリティシステムのロイヤ

リティ収入等は引き続き堅調に推移致しました。映像情報システム関連におきま
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事業の経過及びその成果、設備投資等の状況、資金調達の状況、事業の譲渡、吸収分割または新設分割の状況、他の会社の事業の譲受けの状況、吸収合併または吸収分割による他の法人等の事業に関する権利義務の承継の状況、他の会社の株式その他の持分または新株予約権等の取得または処分の状況

しては大型表示装置の販売により受注増となりました。その結果、売上高は12億

76百万円（前期比6.3％増）となりました。

(2) 設備投資等の状況

　当事業年度においては、特記すべき事項はありません。

(3) 資金調達の状況

　当事業年度においては、特記すべき事項はありません。

(4) 事業の譲渡、吸収分割または新設分割の状況

　当事業年度においては、特記すべき事項はありません。

(5) 他の会社の事業の譲受けの状況

　当事業年度においては、特記すべき事項はありません。

(6) 吸収合併または吸収分割による他の法人等の事業に関する権利義務の承継の状況

　当事業年度においては、特記すべき事項はありません。

(7) 他の会社の株式その他の持分または新株予約権等の取得または処分の状況

　当事業年度においては、特記すべき事項はありません。
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対処すべき課題

(8) 対処すべき課題

　当社は、情報化社会の基盤構築を通じて、経済の発展と活力ある豊かな社会の

実現に貢献することを経営の基本方針とし、低コスト・高品質・高付加価値のト

ータルソリューションを提案しております。今後も当社は、継続的な成長を達成

するため、先端技術への先行投資を継続するとともに、高収益体質への改善に向

けた効率的な経営を目指します。この目標に沿って、当社が対処すべき具体的な

経営課題は、以下のとおりと考えております。

①営業推進体制の強化

　当社は、情報サービス産業界の変化を踏まえ、各事業の拡大を目指しておりま

すが、今後は企業の業務システムのアウトソーシングの拡大とIoT部門での提案

営業活動の拡大が見込まれるところから、営業推進体制の強化を目指してまいり

ます。営業活動において、顧客要求を的確につかむことが大事と考えておりま

す。

②優秀な人材の確保

　上記営業推進体制の中で、顧客ニーズに適時的確に応えていくためには、適切

な人材確保を重要課題のひとつと認識しております。それには、新卒採用及び中

途採用を促進するとともに、協力会社との連携を強化し、システムエンジニアと

コンサルタント型営業人材の供給能力を高めます。また、戦略的に必要とされる

技術について個々の社員とのキャリアの融合を図る目的で資格取得支援を通じた

人材育成に努めるとともに、働きやすい職場環境を整備することで、優秀な人材

の確保に努めてまいります。

③競争力の強化

　競争優位を保つためには、差別化された強い技術力（商品力、開発能力、開発

手法、コンサルティング能力）を基盤としたビジネスモデルの確立が必要と認識

しております。当社の体制整備等の継続的対応に加え、より一層重要性を増して

いる戦略的事業提携や事業統合を積極的に推進してまいります。
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対処すべき課題

④アライアンス構築によるプロダクトラインアップの拡充

　当社は、これまでに蓄積してきた技術をもとに顧客ニーズに即したプロダクト

の自社開発を行っています。しかしながら、ITソリューションが顧客のビジネス

の発展に不可欠なものと位置付けられるに伴い、顧客の多様なニーズに応えるこ

とのできるプロダクト群を当社だけで開発することは難しく、外部IT企業とのア

ライアンスを通じてプロダクトラインアップの拡充を図ってまいります。

⑤顧客満足度の向上

　顧客満足度の向上は、情報サービス産業における唯一の経営資源であるシステ

ムエンジニアによってなされると認識しており、また、満足度において他社との

差別化をもたらす大きな要素のひとつは技術力であると確信しております。当社

は、ISO9001教育規程に沿った先進技術の資格取得支援などによって、システム

エンジニアの技術力を継続的に強化し、組織レベルでの品質向上につなげてまい

ります。

⑥収益性の確保

　ソフトウェア開発事業の特徴として、業務の品質管理による収益性確保が重要

課題のひとつと認識しております。受注案件の吟味と当社品質方針に基づくプロ

ジェクト管理の更なる徹底に取り組んでおり、各プロジェクトにおける利益管

理、コスト管理を徹底することに努めてまいります。

⑦効率的な経営と収益力改善

　企業価値を最大化するためには、事業目的の明確化、人的資源の最適化など、

経営効率の向上も重要課題のひとつと認識しており、その課題の解決に向けた人

材交流の活性化及び収益性改善の推進と事業拡大に邁進いたします。
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財産及び損益の状況の推移、主要な事業内容

（単位：千円）

区 分
第 48 期

(2019年３月期)

第 49 期

(2020年３月期)

第 50 期

(2021年３月期)

第 51 期

(2022年３月期)

売 上 高 3,338,709 3,422,228 3,008,076 3,314,114

経 常 利 益
（ △ 損 失 ）

81,022 108,769 △99,405 75,637

当 期 純 利 益
（ △ 損 失 ）

34,029 84,264 △178,021 19,110

１株当たり当期純利益
（ △ 損 失 ）

６円53銭 15円94銭 △33円68銭 3円62銭

純 資 産 2,670,075 2,723,263 2,533,867 2,542,296

総 資 産 4,461,635 4,460,720 4,037,545 4,031,133

１株当たり純資産 504円97銭 515円20銭 479円37銭 480円96銭

(9) 財産及び損益の状況の推移

（注）「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日）等を当事業年度の期
首から適用しており、当事業年度に係る各数値については、当該会計基準等を適用した後の数
値となっております。

(10) 主要な事業内容（2022年３月31日現在）

　当社は、以下の内容を主な事業としております。
①エンタープライズソリューション事業
　各種システムの受託開発及び導入コンサルティング、業務アプリケーショ
ン、制御アプリケーション、Ｗｅｂアプリケーション、モバイルアプリケーシ
ョン開発支援、ビッグデータ解析の構築支援、パッケージ製品の自社開発及び
販売代理業務、海外製品のローカライズ及び国内販売
②IoTインテグレーション事業

　当社が展開するIoTプラットフォーム「konekti（コネクティー）」及びその

関連ソリューション、緊急車両向けシステム製品、自動車及び船舶搭載の組込

システム開発及びライセンス販売、大型壁面マルチスクリーンディスプレイ輸

入販売、データセンター事業、クラウドサービス事業
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主要な事業所、使用人の状況、重要な親会社及び子会社等の状況、主要な借入先

名 称 所 在 地

本 社 東京都港区

大 阪 事 業 所 大阪府大阪市

名 古 屋 事 業 所 愛知県名古屋市

福 岡 技 術 セ ン タ ー 福岡県福岡市

(11) 主要な事業所 (2022年３月31日現在)

使用人数 前事業年度末比増減 平均年齢 平均勤続年数

285（11）名 ３名減（０名） 38.28歳 11.89年

(12) 使用人の状況 (2022年３月31日現在)

（注）１.使用人数は就業員数であり、臨時従業員は（　）内に年間の平均人員を外数で記載してお
ります。

２.前事業年度末比増減は、前事業年度単体の使用人数と比較しております。

会 社 名 資 本 金 議決権比率 主要な事業内容

百万円 ％

株式会社ライジンシャ 40 49.0 医療情報関連システム開発販売

(13) 重要な親会社及び子会社等の状況

①親会社の状況
　該当事項はありません。
②子会社の状況

　該当事項はありません。

③重要な関連会社の状況

④その他

　Advantech Co., Ltd.は、当社の議決権を19.0％（間接所有含む）所有してお

り、当社はAdvantech Co., Ltd.の持分法適用の関連会社であります。

借 入 先 借　入　金　残　高（千円）

株 式 会 社 三 菱 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 240,000

(14) 主要な借入先 (2022年３月31日現在)
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会社の株式に関する事項、会社役員に関する事項

(1) 発行可能株式総数 15,000,000株

(2) 発行済株式の総数 5,355,390株

(3) 株主数 2,496名

(4) 単元株式数 100株

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

株 ％

大 塚 隆 一 932,520 17.64

A D V A N T E C H  C O . , L T D . 850,000 16.08

阿 久 津 　 裕 400,000 7.56

有 限 会 社 モ ー ル ネ ッ ト 288,000 5.45

大 谷 　 寛 240,200 4.54

株 式 会 社 エ フ ・ フ ィ ー ル ド 200,000 3.78

ADVANTECH CORPORATE INVESTMENT CO.,LTD. 154,310 2.92

B A N K  J U L I U S  B A E R  A N D  C O . L T D . 109,700 2.08

小 中 景 子 92,500 1.75

岡 村 和 彦 60,300 1.14

Ⅱ　会社の株式に関する事項（2022年３月31日現在）

(5) 大株主

(注）１.当社は、自己株式を69,556株保有しておりますが、上記大株主からは除外しております。
２.持分比率は自己株式を控除して計算しております。

(6) 当事業年度中に職務執行の対価として当社役員に対し交付した株式の状況

　　該当する事項はありません。

(7) その他株式に関する重要な事項

　　該当する事項はありません。

Ⅲ　新株予約権等に関する事項
　　該当する事項はありません。
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会社の株式に関する事項、会社役員に関する事項

地 位 氏 名 担当及び重要な兼職の状況

代表取締役会長 大 塚 隆 一

代表取締役社長 須 澤 通 雅

取 締 役 埜 口 　 晃 第一ソリューション事業部長、西日本事業部長

取 締 役 土 山 　 剛 管理本部経営企画室長、人材開発室長

取 締 役 大 塚 隆 之
IoTソリューション副事業部長、経営企画室次長、営業統

括部次長

取 締 役 武 田 邦 彦
中部大学総合工学研究所客員教授
ダイコク電機株式会社社外取締役

取 締 役 劉 　 克 振
Advantech Co., Ltd. 会長
Advantech Corporate Investment Co., Ltd.会長

常 勤 監 査 役 蒲 池 孝 一 公認会計士蒲池孝一事務所代表

監 査 役 日 下 公 人

監 査 役 福 森 久 美
公認会計士福森久美事務所代表
ブロードマインド株式会社社外取締役
株式会社ケアサービス社外監査役

監 査 役 藤 澤 哲 史 アーク東短オルタナティブ株式会社顧問

地 位 氏 名 担　　当

執 行 役 員 二階堂　　　孝 ビジネスソリューション事業部長

執 行 役 員 佐々木　啓　雄 管理本部総務部長

執 行 役 員 奥 野 仁 士 第二ソリューション事業部長

執 行 役 員 平 井 　 強 IoTソリューション事業部長

執 行 役 員 森 藤 周 彦 営業統括部長

Ⅳ　会社役員に関する事項

(1) 取締役及び監査役の氏名等（2022年３月31日現在）

（注）1.　取締役のうち武田邦彦氏及び劉克振氏は、社外取締役であります。
2.　監査役のうち蒲池孝一氏、日下公人氏、福森久美氏及び藤澤哲史氏は、社外監査役であり

ます。
3.　監査役のうち蒲池孝一氏、福森久美氏は、公認会計士の資格を有しており、財務及び会計

に関する相当程度の知見を有するものであります。
4.　監査役のうち藤澤哲史氏は、金融機関での豊富な経験から、財務及び会計に関する相当程

度の知見を有するものであります。
5.　2021年6月25日開催の第50回定時株主総会終結の時をもって、池貝庄司氏は任期満了によ

り社外取締役を退任いたしました。
6.　当社は、武田邦彦氏、蒲池孝一氏、日下公人氏、福森久美氏、藤澤哲史氏を東京証券取引

所の定めに基づく独立役員として指定し、同取引所に届け出ております。
7.　執行役員は次のとおりであります。
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会社の株式に関する事項、会社役員に関する事項

(2) 責任限定契約の内容の概要

　当社と各社外取締役及び各社外監査役は、会社法第427条第１項の規定に基づ

き、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。

　当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、法令が定める最低責任限度額とし

ております。

(3) 取締役及び監査役の報酬等

　イ．役員報酬等の内容の決定に関する方針等

　当社は、2021年３月１日開催の取締役会において、取締役の報酬等の内容にか

かる決定方針を決議しております。当該取締役会の決議に際しては、あらかじめ

決議する内容について指名・報酬委員会へ諮問し、答申を受けております。

　また、当事業年度に係る取締役の個人別の報酬等について、報酬等の内容の決

定方法及び決定された報酬等の内容が当該方針と整合していることや、指名・報

酬委員会からの答申が尊重されていることを確認しており、当該決定方針に沿う

ものであると判断しております。

　取締役および監査役の報酬等に係る方針の内容は以下の通りであります。

①基本報酬に関する方針

　継続的な企業価値の向上および企業競争力の強化のため、優秀な人材の確保を

可能とするとともに、業績向上へのインセンティブとして機能するに相応しい水

準・構成とすることを基本方針としております。

　取締役の報酬等に関しては、株主総会で報酬総額の範囲を決議し、取締役会に

おいて、指名・報酬委員会より会社の業績及び各役員の役割における責務と貢献

度等を総合的に協議した答申を受けた後、決議する方法としております。各役員

の役割における責務等を考慮して支給する固定報酬としております。

　監査役の報酬等に関しては、株主総会で報酬総額の範囲を決議し、監査役会に

て常勤、非常勤の別、役割分担の状況を勘案して、協議・決定しております。

ただし、社外取締役及び監査役の報酬は、役割に鑑み固定報酬のみで構成してお

ります。
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会社の株式に関する事項、会社役員に関する事項

②業績連動報酬等に関する方針

　賞与は、毎期の業績に応じて支給される業績連動の報酬であり、経常利益等の

目標達成度を業績評価の基本指標とし、これに持続的成長を踏まえ、前期からの

増加度合い等も総合的に勘案のうえ、支給額を算定しております。

③非金銭報酬等に関する方針

　該当なし

④報酬等の割合に関する決定方針

　個人別の固定報酬の額は、代表取締役会長及び代表取締役社長を最上位とし、

役位が下がるにつれて報酬額が逓減しております。

⑤報酬等の付与時期や条件に関する決定方針

　固定報酬は毎月の金銭報酬とし、賞与は毎期末に金銭報酬にて支給しておりま

す。

⑥報酬等の決定の委任に関する事項

　取締役会は代表取締役会長大塚隆一氏に対し各取締役の基本報酬及び社外取締

役を除く各取締役の担当部門の業績を踏まえた賞与の評価配分の決定を委任して

おります。委任した理由は、当社全体の業績等を勘案しつつ各取締役の担当部門

において評価を行うには代表取締役会長が適していると判断したためでありま

す。なお、委任された内容の決定については、事前に指名・報酬委員会がその妥

当性等について確認しております。

⑦上記のほか報酬等の決定に関する事項

該当なし

－ 25 －
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会社の株式に関する事項、会社役員に関する事項

区　　分
報酬等の総額
（千円）

報酬等の種類別の総額（千円） 対象となる
役員の員数
（名）基本報酬

業績連動
報酬等

非金銭
報酬等

取　締　役
（うち社外取締役）

91,818千円
（1,500千円)

91,818千円
（1,500千円)

－
(－)

－
(－)

８名
(３名)

監　査　役
（うち社外監査役）

6,000千円
（6,000千円)

6,000千円
（6,000千円)

－
(－)

－
(－)

４名
(４名)

合　　　計
（うち社外役員）

97,818千円
(7,500千円)

97,818千円
(7,500千円)

－
(－)

－
(－)

12名
(７名)

　ロ．当事業年度に係る報酬等の総額等

（注）1.　当社の取締役（社外取締役を含む）及び監査役（社外監査役を含む）の報酬等の額につい
ては、1999年６月25日開催の第28回定時株主総会決議において、取締役の報酬総額を１営業年
度１億８千万円以内（ただし、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まず。）、監査役の報酬
総額を１営業年度３千万円以内の限度額と定め、これに基づき支給しております。当該株主総
会終結時点の取締役の員数は５名、監査役の員数は３名です。

      2.　上表には2021年６月25日開催の第50回定時株主総会終結の時をもって退任した社外取締役
１名を含んでおります。
3.　期末日現在の取締役は７名、監査役は４名であります。

(4) 社外役員に関する事項

①重要な兼職先と当社との関係

・取締役武田邦彦氏は中部大学総合工学研究所の客員教授及びダイコク電機株式

会社の社外取締役を兼職しております。なお、当社と各兼職先との間には重要

な取引その他の関係はありません。

・ 取締役劉克振氏 はAdvantech Co., Ltd. 会長及 びAdvantech Corporate 

Investment Co., Ltd.会長を兼職しております。なお、Advantech Co., Ltd.は当

社の大株主であり、当社は同社との間で資本業務提携をしております。また、

IoTソリューション事業において取引関係があります。

・監査役蒲池孝一氏は公認会計士蒲池孝一事務所の代表を兼職しております。な

お、当社と同社との間には重要な取引その他の関係はありません。

・監査役福森久美氏は公認会計士福森久美事務所の代表、ブロードマインド株式

会社の社外取締役及び株式会社ケアサービスの社外監査役を兼職しておりま

す。なお、当社と各社との間には重要な取引その他の関係はありません。

・監査役藤澤哲史氏はアーク東短オルタナティブ株式会社の顧問を兼職しており

ます。なお、当社と同社との間には重要な取引その他の関係はありません。
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会社の株式に関する事項、会社役員に関する事項

区　分 氏名
出席状況及び発言状況

社外取締役に期待される役割に関して行った職務の概要

取 締 役 武 田 邦 彦

当事業年度開催の取締役会に概ね出席し、工学博士、大学教授とし
ての専門的な知識・経験等から経営全般に対するアドバイス、経営の
効率化等について発言をしており、意思決定の妥当性・適正性を確保
するための適切な役割を果たしております。また、指名・報酬委員会
の委員長として、客観的・中立的立場で当社の役員候補者の選定や役
員報酬等の決定過程における監督機能を主導しております。

取 締 役 劉 　 克 振

当事業年度開催の取締役会に出席し、国際的な大企業の創業経営者
として、営業・プロダクト・マーケティングでのイノベーションにお
ける豊富な知識・経験等から経営全般に対するアドバイス、経営の効
率化等について発言をしており、意思決定の妥当性・適正性を確保す
るための適切な役割を果たしております。

監 査 役 蒲 池 孝 一

当事業年度開催の取締役会、監査役会に概ね出席し、公認会計士と
しての専門的な知識から適宜質問し、意見を述べており、取締役会の
意思決定の妥当性・適正性を確保するための発言を行っております。
また、監査役会において、当社の経理システム及びガバナンスについ
て適宜、必要な発言を行っております。また、指名・報酬委員会の委
員として、客観的・中立的立場で当社の役員候補者の選定や役員報酬
等の決定過程における監督機能を担っております。

監 査 役 日 下 公 人

当事業年度開催の取締役会、監査役会に出席し、経済界等の要職を
歴任され人格、職見ともに高く客観的な立場から適切な発言を適宜行
っており、取締役会の意思決定の妥当性・適正性を確保するための発
言を行っております。また、監査役会において、当社の経理システム
及びガバナンスについて適宜、必要な発言を行っております。

監 査 役 福 森 久 美

当事業年度開催の取締役会、監査役会に概ね出席し、公認会計士と
しての専門的な知識から適宜質問し、意見を述べており、取締役会の
意思決定の妥当性・適正性を確保するための発言を行っております。
また、監査役会において、当社の経理システム及びガバナンスについ
て適宜、必要な発言を行っております。

監 査 役 藤 澤 哲 史

当事業年度開催の取締役会、監査役会に概ね出席し、金融機関での
豊富な経験から財務及び経営全般について専門的な知識から適宜質問
し、意見を述べており、取締役会の意思決定の妥当性・適正性を確保
するための発言を行っております。また、監査役会において、当社の
経理システム及びガバナンスについて適宜、必要な発言を行っており
ます。

②当事業年度における主な活動状況

－ 27 －
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会計監査人に関する事項

報酬等の額

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 10,000千円

当社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 10,000千円

Ⅴ　会計監査人に関する事項

(1) 会計監査人の名称

　　　アスカ監査法人

(2) 当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額

　（注）1.当社と会計監査人との監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく
監査の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できませんので、当事業
年度に係る会計監査人の報酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。

2.監査役会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況及び報酬見積りの算
出根拠等が適切であるかどうかについて必要な検証を行ったうえで、会計監査人の報酬等
の額について同意の判断をいたしました。

(3) 非監査業務の内容

　当事業年度において該当事項はありません。

(4) 会計監査人の解任または不再任の決定の方針

　当社では、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当する

と認められる場合には、監査役全員の同意に基づき監査役会が、会計監査人を

解任いたします。この場合、監査役会が選定した監査役は、解任後最初に招集

される株主総会において、会計監査人を解任した旨と解任の理由を報告いたし

ます。

　なお、監査役会は会計監査人の継続監査年数等を勘案しまして、再任もしく

は不再任に関する議案の内容の決定を行います。
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会社の体制及び方針

Ⅵ　会社の体制及び方針

 剰余金の配当等の決定に関する方針

　当社は、株主の皆様に対する利益還元を経営の最重要課題のひとつとして位

置づけております。環境変化に対応した技術開発や新規事業投資に備え内部留

保に努めるとともに、事業の進捗に応じた成果の配分を行うことを基本方針と

しております。

　当事業年度の期末配当金につきましては、１株につき５円の配当を実施とさ

せていただく予定であります。

　なお、今後も株主の皆様の支援に報いるため、継続的・安定的に配当を実施

できるよう努めてまいります。

以上のご報告は、百万円単位の記載金額は百万円未満を切り捨て、また千円単位の記載金額は千円未
満を切り捨てて表示しております。ただし、百分率は小数点第２位を四捨五入しております。
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貸借対照表

（2022年３月31日現在）
（単位：千円）

資 産 の 部 負 債 の 部

科 目 金 額 科 目 金 額

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

売 掛 金

契 約 資 産

製 品

仕 掛 品

原 材 料 及 び 貯 蔵 品

前 渡 金

前 払 費 用

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物

車 両 運 搬 具

工具、器具及び備品

無 形 固 定 資 産

借 地 権

ソ フ ト ウ ェ ア

電 話 加 入 権

投 資 そ の 他 の 資 産

投 資 有 価 証 券

破 産 更 生 債 権 等

長 期 前 払 費 用

会 員 権

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金
　

3,395,969

2,676,035

564,855

27,679

9,106

6,459

34,547

19

76,802

548

△83

635,163

25,178

11,940

0

13,237

95,473

8,690

83,418

3,365

514,512

436,170

13,477

4,564

30,500

24,622

121,004

△115,827
　

流 動 負 債 651,980

買 掛 金 158,074

１年内返済予定の長期借入金 120,000

リ ー ス 債 務 873

未 払 金 21,731

未 払 費 用 37,467

未 払 法 人 税 等 39,198

未 払 消 費 税 等 60,759

前 受 金 115,671

預 り 金 25,459

受 注 損 失 引 当 金 5,535

賞 与 引 当 金 65,897

そ の 他 1,310

固 定 負 債 836,857

長 期 借 入 金 120,000

リ ー ス 債 務 3,932

退 職 給 付 引 当 金 510,070

資 産 除 去 債 務 2,039

長 期 未 払 金 200,815

負 債 合 計 1,488,837

純 資 産 の 部

株 主 資 本 2,507,894

資 本 金 1,239,480

資 本 剰 余 金 973,222

資 本 準 備 金 659,857

そ の 他 資 本 剰 余 金 313,365

利 益 剰 余 金 327,463

そ の 他 利 益 剰 余 金 327,463

繰 越 利 益 剰 余 金 327,463

自 己 株 式 △32,271

評 価 ・ 換 算 差 額 等 34,401

その他有価証券評価差額金 34,401

純 資 産 合 計 2,542,296

資 産 合 計 4,031,133 負 債 純 資 産 合 計 4,031,133

貸　借　対　照　表
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損益計算書

(自　2021年４月１日
至　2022年３月31日)

（単位：千円）

科 目 金 額

売 上 高 3,314,114

売 上 原 価 2,702,899

売 上 総 利 益 611,215

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 554,234

営 業 利 益 56,980

営 業 外 収 益

受 取 利 息 236

受 取 配 当 金 18,500

そ の 他 2,323 21,060

営 業 外 費 用

支 払 利 息 1,458

為 替 差 損 944

そ の 他 0 2,403

経 常 利 益 75,637

特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益 2,844 2,844

特 別 損 失

投 資 有 価 証 券 評 価 損 40,364

固 定 資 産 除 却 損 77 40,441

税 引 前 当 期 純 利 益 38,040

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 27,813

法 人 税 等 調 整 額 △8,883 18,930

当 期 純 利 益 19,110

損　益　計　算　書

－ 31 －
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株主資本等変動計算書

(自　2021年４月１日
至　2022年３月31日)

（単位：千円）

株 主 資 本

資 本 金
資 本 剰 余 金

資本準備金 その他資本剰余金 資本剰余金合計

当 期 首 残 高 1,239,480 659,857 313,365 973,222

会計方針の変更による
累 積 的 影 響 額

会計方針の変更を反映
し た 当 期 首 残 高

1,239,480 659,857 313,365 973,222

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当

当 期 純 利 益

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

当 期 変 動 額 合 計 － － － －

当 期 末 残 高 1,239,480 659,857 313,365 973,222

株 主 資 本

利 益 剰 余 金

自己株式 株主資本合計その他利益剰余金
利益剰余金合計

繰越利益剰余金

当 期 首 残 高 324,990 324,990 △32,271 2,505,421

会計方針の変更による
累 積 的 影 響 額

9,791 9,791 9,791

会計方針の変更を反映
し た 当 期 首 残 高

334,781 334,781 △32,271 2,515,212

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △26,429 △26,429 △26,429

当 期 純 利 益 19,110 19,110 19,110

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

当 期 変 動 額 合 計 △7,318 △7,318 － △7,318

当 期 末 残 高 327,463 327,463 △32,271 2,507,894

株主資本等変動計算書
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株主資本等変動計算書

評価・換算差額等
純資産合計

その他有価証券評価差額金 評価・換算差額等合計

当 期 首 残 高 28,446 28,446 2,533,867

会計方針の変更による
累 積 的 影 響 額

－ 9,791

会計方針の変更を反映
し た 当 期 首 残 高

28,446 28,446 2,543,659

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △26,429

当 期 純 利 益 19,110

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

5,955 5,955 5,955

当 期 変 動 額 合 計 5,955 5.955 △1,362

当 期 末 残 高 34,401 34,401 2,542,296

－ 33 －
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計算書類に係る会計監査報告

指 定 社 員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 石　渡　裕一朗

指 定 社 員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 今　井　修　二

独立監査人の監査報告書

2022年５月13日

日本ラッド株式会社

取　締　役　会　　御　中

ア　ス　カ　監　査　法　人
東　京　事　務　所

　監査意見

　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、日本ラッド株式会社の2021年４月

１日から2022年３月31日までの第51期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、

株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書(以下「計算書類等」という。)につい

て監査を行った。

　当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基

準に準拠して、当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正

に表示しているものと認める。

監査意見の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行っ

た。監査の基準における当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載

されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立してお

り、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎

となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容

　その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容

を作成し開示することにある。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の報告プロ

セスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

　当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監

査法人はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。

計算書類に係る会計監査報告

－ 34 －
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計算書類に係る会計監査報告

　計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程におい

て、その他の記載内容と計算書類等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違が

あるかどうか検討すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの

兆候があるかどうか注意を払うことにある。

　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合に

は、その事実を報告することが求められている。

　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

計算書類等に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書

類等を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計

算書類等を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用すること

が含まれる。

　計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成すること

が適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基

づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を

監視することにある。

計算書類等の監査における監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬に

よる重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場

から計算書類等に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可

能性があり、個別に又は集計すると、計算書類等の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見

込まれる場合に、重要性があると判断される。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じ

て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに

対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さら

に、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監

査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関

連する内部統制を検討する。

・経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の

見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手し

た監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重

要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認め

られる場合は、監査報告書において計算書類等の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不

確実性に関する計算書類等の注記事項が適切でない場合は、計算書類等に対して除外事項付意見

を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基

づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性があ

る。

－ 35 －
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計算書類に係る会計監査報告

・計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基

準に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び

内容、並びに計算書類等が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価す

る。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過

程で識別した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められ

ているその他の事項について報告を行う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する

規定を遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻

害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを講じている場合はその内容について報告を行

う。

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関

係はない。

以　上

－ 36 －
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監査役会の監査報告

監 査 報 告 書

　当監査役会は、2021年４月１日から2022年３月31日までの第51期事業年度の取締役の職務の執行

に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書を作成し、以下のと

おり報告いたします。

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容

(1) 監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果に

ついて報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告

を受け、必要に応じて説明を求めました。

(2) 各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、職務の分担等に

従い、取締役、内部監査部門その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の

環境の整備に努めるとともに、以下の方法で監査を実施しました。

　 ①取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況につ

いて報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な

事業所において業務及び財産の状況を調査いたしました。

　 ②事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保す

るための体制、その他業務の適正を確保するために必要なものとして会社法施行規則第

100条第１項及び第３項に定める体制の整備に関する取締役会決議の内容及び当該決議に

基づき整備されている体制（内部統制システム）について、取締役及び使用人等からその

構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明

いたしました。

　 ③事業報告に記載されている会社法施行規則第118条第３号イの基本方針については、取締

役会その他における審議の状況等を踏まえ、その内容について検討を加えました。

　 ④会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証

するとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説

明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するた

めの体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」

（平成17年10月28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応

じて説明を求めました。

　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照

表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書について検討いた

しました。

監査役会の監査報告

－ 37 －
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監査役会の監査報告

２．監査の結果

(1) 事業報告等の監査結果

　①　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示している

ものと認めます。

　②　取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は

認められません。

　③　内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内

部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべ

き事項は認められません。

　④　事業報告に記載されている会社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関

する基本方針については、指摘すべき事項は認められません。

(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果

会計監査人アスカ監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

2022年５月16日

日本ラッド株式会社　監査役会

常勤監査役（社外監査役） 蒲 池 孝 一 ㊞

社外監査役 日 下 公 人 ㊞

社外監査役 福 森 久 美 ㊞

社外監査役 藤 澤 哲 史 ㊞

　

　 (注) 監査役蒲池孝一、監査役日下公人、監査役福森久美及び監査役藤澤哲史は、会社法第２条

第16号及び第335条第３項に定める社外監査役であります。

以　上

－ 38 －
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地図（別案B）

会　場 東京都港区虎ノ門二丁目２番５号

共同通信会館ビル　共同通信会館　５階会議室

株主総会会場ご案内図

特許庁

虎ノ門駅

３番出口

虎の門病院

発明会館

ホテルオークラ

アメリカ大使館

共同通信会館ビル

住友不動産
虎ノ門タワー

日本財団

外堀通り

ANAインター
コンチネンタル
ホテル東京

溜池山王駅

国会議事堂前駅

桜
田
通
り

虎
ノ
門
ヒ
ル
ズ
駅

六
本

木
通

り

首
都
高
速

虎ノ門ヒルズ

９番
出口

３番出口

Ａ２
出口

赤坂インター
シティAIR 三会堂

ビルディング
14番出口

■交通機関

○東京メトロ銀座線・南北線　溜池山王駅（９番・14番出口）から徒歩４分

○東京メトロ日比谷線　虎ノ門ヒルズ駅（Ａ２番出口)から徒歩５分

○東京メトロ銀座線　虎ノ門駅（３番出口）から徒歩６分

○東京メトロ丸ノ内線・千代田線　国会議事堂前駅（３番出口)から徒歩７分

◎新型コロナウイルス感染症拡大の状況にご留意いただき、健康状態によらず、

本年は株主総会へのご来場を見合わせることをご検討下さいますようお願い申し上

げます。ご来場の際には、感染予防のためマスクの着用をお願い申し上げます。


